
平成23年度 平成22年度 比　　　較 対前年比 主な増減理由等

千円 千円 千円 ％

1,265,790 1,455,577 △ 189,787 △ 13.0

1,951,016 2,452,960 △ 501,944 △ 20.5

・国保総合ｼｽﾃﾑに係る市町村負担金の減（△235,486千円）
・審査支払手数料15円引下げによる減（△182,378千円）
・ﾚｾﾌﾟﾄ管理ｼｽﾃﾑ取扱件数の減（△1,069千円）
・医療福祉費手数料15円引下げによる減（△20,427千円）
・公費審査支払手数料16円60銭引下げによる減（△2,559千円）
・出産育児一時金等取扱件数の減（△630千円）
・国保総合システムに係る機器導入経費のための積立金繰入金の減
　（△507,500千円）※電算処理整備資金積立金からの繰入金 21,500千円
・後期会計等から国保総合システム経費としての繰入金減（△24,000千円）
　※22年度40,000千円繰入
・国庫支出金の減（△7,452千円）
・県支出金の減（△4,895千円）
・支払未調整分の支払勘定からの繰入（業務勘定からの年度当初繰出分の
　返還）の増（16,000千円）
・支払勘定預金利子繰入の増（695千円）
・繰越金の増（387,095千円　財政調整額3ヵ年分 337,095千円含む）
・被保険者数（平成23年3月31日現在）を見込む際の、22年度被保険者数から
　の増減率見直しによる共同処理受託料の増（10,412千円）
・二次点検業務受託件数の増加（３保険者増、後期高齢者増）による増
　（69,390千円）
・労働保険料被保険者負担分収入の増（951千円）

平成２３年度予算概要について

○各会計別予算総額
会      計      別

一 般 会 計

・会員負担金の減（△402千円）
・国保介護従事者処遇改善基金事業の廃止（△141,215千円）※23年度精算
・振興資金貸付の休止による減（△200,585千円）
・国庫支出金の減（△5,500千円）
・県支出金の減（△500千円）
・国保中央会交付金の減（△1,675千円）
・求償事務料率引上げ(1.24％→4％)による増（9,140千円)
　(後期高齢者医療は元々4%）
・各特別会計の収支の見直しによる一般会計への繰入金の増
　（78,710千円）
・会務運営積立金繰入による繰越金の増（76,000千円）
・繰越金の増（10,000千円）
・共同購入事業の新増（6,000千円）歳計外斡旋物資会計から振替による立替
　払い受入金
・労働保険料被保険者負担分収入の増（575千円）

審 査 支 払 特 別 会 計

(業務勘定）



平成23年度 平成22年度 比　　　較 対前年比 主な増減理由等会      計      別

1,168,542 1,000,286 168,256 16.8

・審査支払手数料6円引下げによる減（△17,624千円）
・公費審査支払手数料16円60銭引下げによる減（△475千円）
・過誤処理業務受託料の減（二次点検業務審査委託料の一部へ移行）
　（△8,400千円）
・標準システム受託料（高額介護合算処理分）の増(2,307千円）
・レセプト電算処理システム国庫支出金の増(6,399千円）
・支払未調整分の支払勘定からの繰入（業務勘定からの年度当初繰出分の
　返還）の増（6,000千円）
・支払勘定預金利子繰入の増（781千円）
・労働保険料被保険者負担分収入の増（557千円）
・繰越金の増（178,746千円　財政調整額3ヵ年分 103,746千円含む）

1,259,873 1,256,741 3,132 0.2

・受診券等作成枚数の減（△420千円）
・特定健康診査等データ管理システム取扱件数増による手数料の増
 （2,567千円）
・特定健康診査等データ管理システム取扱件数増による負担金の増
 （168千円）
・繰越金の増（800千円）

34,775,115 34,259,969 515,146 1.5
・保険財政・高額医療費共同事業拠出金の増（511,170千円）
　（過去の医療費の伸びにより推計）
・国庫支出金の増（3,963千円）

54,278 51,638 2,640 5.1

・給付費等支払取扱件数増による手数料の増（1,460千円）
　（過去の伸び率により推計）
・繰越金の増（1,000千円）
・支払勘定預金利子繰入の増（80千円）

3,418,792 3,391,886 26,906 0.8
・国庫支出金の減（△6,236千円）
・預託金取崩収入の増（33,144千円）

185,584 219,072 △ 33,488 △ 15.3
・退職者減のため退職手当積立金からの繰入金の減（△34,198千円）
・財産収入の増（710千円）※預金利子

50,080,264 49,602,768 477,496 1.0

介 護 保 険 事 業 関 係 業 務 特 別 会 計
3,663,879

障 害 者 自 立 支 援 業 務 特 別 会 計

国 保 高 齢 者 医 療 円 滑 導 入 基 金
事 業 特 別 会 計

職 員 退 職 手 当 特 別 会 計

一 般 会 計 ・ 業 務 勘 定 等 計

6.7

・健康診査費受入金の増（141,336千円）
・健康診査取扱い件数増による手数料の増（1,079千円）
　（過去の伸び率により推計）
・繰越金の増（5,000千円）審 査 支 払 事 業 特 別 会 計

特 定 健 診 等 関 係 業 務 特 別 会 計

保 険 財 政 共 同 安 定 化 事 業 ・
高 額 医 療 費 共 同 事 業 特 別 会 計

妊 婦 ・ 乳 児 健 康 診 査 委 託 料

後期高齢者医療事業関係業務特別会計
(業務勘定）

10.2

・審査支払手数料10円引下げによる減（△6,720千円）
・県支出金の減（△1,964千円）※苦情処理△1,852千円、処遇改善△112千円
・公費取扱件数増による審査支払手数料の増（761千円）
・特別徴収負担金対象者の増　630,000人→658,000人（250千円）
・介護職員処遇改善交付金受入金の増（311,772千円）
・繰越金の増（34,389千円　財調整額3ヵ年分 4,389千円含む）
・労働保険料被保険者負担分収入の増（98千円）
・支払勘定預金利子繰入の増（623千円）

147,4202,189,9752,337,395

339,2153,324,664(業務勘定）

(業務勘定）



平成23年度 平成22年度 比　　　較 対前年比 主な増減理由等会      計      別

審 査 支 払 特 別 会 計

（ 国 保 ）

〃

（ 老 人 保 健 ）

〃
（ 公 費 負 担 医 療 ）

〃
（ 医 療 福 祉 費 ）

10,393,720 8,836,110 1,557,610 17.6 ・過去の平均伸び率等及び平成22年度上半期実績により推計

〃
（ 出 産 育 児 一 時 金 ）

9,058,690 10,584,041 △ 1,525,351 △ 14.4 ・過去の平均伸び率等及び平成22年度上半期実績により推計

後期高齢者医療事業関係業務

特別会計（後期高齢者医療）

〃

（ 公 費 負 担 医 療 ）

介護保険事業関係業務特別会計

（ 介 護 給 付 費 ）

〃

（ 公 費 負 担 医 療 ）

障害者自立支援業務特別会計

（ 障 害 介 護 給 付 費 ）

〃

（ 障 害 児 施 設 給 付 費 ）

支 払 勘 定 計 661,207,805 654,620,731 6,587,074 1.0

711,288,069 704,223,499 7,064,570 1.0

3,492,521

合 計

127,270

1,741,249 △ 214,565

199,059,380

8,324

2,409,418

　　　　　　〃

28,107,266 1,875,163

2,301,597

29,982,429

・過去の平均伸び率等及び平成22年度上半期実績により推計

352,415

157,305,272

6.7 　　　　　　〃

　　　　　　〃

7,019 2.0 ・過去の平均伸び率等により推計

5.9

・過去の平均伸び率等により推計

・後期高齢者医療制度施行に伴い、月遅れ分を計上

248,595,311 △ 0.6 ・過去の平均伸び率等及び平成22年度上半期実績により推計△ 1,570,417

△ 85.0

48,998 2.1 ・過去の平均伸び率等により推計

1.8

1,955,814

250,165,728

345,396

2,174,327

154,469,325 2,835,947 1.8

△ 47,121

△ 11.0

55,445

支
払
勘
定

195,566,859

2,360,420


